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終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表（（（（和文和文和文和文））））

１．案件の概要 

国名：エジプト･アラブ共和国 案件名：ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジ

ェクト

分野：農業･農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト（地球規模課題に対応する

科学技術協力）

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4 億円

協力期間

（R/D）：2009 年 6 月～2014 年 6

月

（延長 R/D）2009 年 6 月～2015

年 3 月（5 年 10 カ月） 

先方関係機関：カイロ大学（CU）農学部、国立水資源研究セ

ンター（NWRC）、農業研究センター（ARC） 

日本側協力機関：筑波大学、鳥取大学

他の関連協力：技術協力「水管理改善プロジェクト・フェー

ズ 2（WMIP2）」、技術協力「水管理移管強化プロジェクト

（SWMT）」

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下「エジプト」という。）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大が重要な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源

の大部分を賄うナイル川からの取水はスーダンとの二国間の協定により年間 555億 tに制限され

ていること、エジプトの年間降水量が 25 ㎜程度（カイロ）であることから新たな水資源の開発

も困難である。このため同国は、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に灌漑農地を拡大し、食糧生産

の増大を図ろうとしている。また、農業セクターでは就業人口の 3 割を抱え、その多くが小規

模農地で貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の開発・拡大を通じて、就業

人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとしている。

エジプトの「第 6 次国家社会経済開発計画」（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新た

な農地の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017 年を目標

年に掲げる「国家水資源計画（National Water Resources Plan。以下「NWRP」という。）」の施策

は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪水が排除されたあとの塩類集

積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、流域水収支や塩収

支、食用作物の栽培に利用できていない排水の再利用の可能性等を把握したうえで、農業用水

の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大学等の研究機

関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが求められている。このよ

うな背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプト政府は

わが国に対して地球規模対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development。以下「SATREPS」という。）プログラムの実施要請を行った。これを

受けて、日本側は 2009 年 6 月から 5 年 10 カ月間の予定で本プロジェクトを実施しており、こ

れまで、「水・塩収支」「水管理」「土壌の肥沃性」「食糧・燃料作物生産」の 4 研究グループご

とに、関連分野における共同研究が進められるとともに、エジプト側研究者への技術移転が行
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われてきた。

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、アスワンハイダム建設から 50 年以上経ったナイルデルタ地域の農業の現

状を把握するとともに、現在の水資源環境の下でのエジプトの持続的発展に向けて同地域にお

ける節水の実現可能性と効率的かつ持続的な灌漑・農業の将来像を検討、提言することを目的

に日本側（筑波大学、鳥取大学）とエジプト側〔カイロ大学（Cairo University。以下「CU」と

いう。）農学部、国立水資源研究センター（National Water Research Center。以下「NWRC」とい

う。）、農業研究センター（Agricultural Research Center。以下「ARC」という。）〕が共同研究を実

施してきたもの。

（1）上位目標

社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生産の増

大と雇用機会の拡大に貢献する。

（2）プロジェクト目標

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化を図りなが

ら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。

（3）成 果

i 

成果 1：ナイルデルタの各種条件下での水及び塩の収支に係る諸条件が明らかになる

成果 2：用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される

成果 3：圃場の塩害防止の方策が提示される

成果 4：適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される

（4）投 入（評価時点）

日本側 総投入額 4 億円

研究者のエジプトへの派遣：18 名 

長期専門家の派遣：業務調整 3 名

研修員受入（本邦）：21 名 

供与機材：1 億 4,712 万 3,762 円 

在外強化費：6,620 万 55 円 

エジプト側 カウンターパート（Counterpart Personal。以下「C/P」という。）（研究者）：

73 名 

土地施設提供、執務室・実験室貸与

現地活動費：205 万 1,136 円 

i
本プロジェクトのマスタープラン（Master Plan。以下「MP」という。）（PDM の替わりに作成したもの）では「アウトプット」とし

ているが、本報告書文中では通常のログフレームと同様に「成果」を用いた。そのため調査団、プロジェクト等で作成した付属資料

については「アウトプット」と標記されている。
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２．評価調査団の概要 

＜日本側評価団＞

佐藤 武明 団長/総括 JICA 国際協力専門員 

東 太郎 協力企画 JICA 農村開発部 農業・農村開発第一グループ 第二チーム

企画役

小笠原 暁 評価分析 株式会社 VSOC 事業部 コンサルタント

（日本側評価団同行者）

井上 孝太郎 科学技術評価 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）
ii
上席フェロー

（SATREPS）/研究主幹 

高橋 美穂 科学技術評価 JST 地球規模課題国際協力室 調査員

佐藤 政良 研究代表 筑波大学 名誉教授

＜エジプト側評価団＞

Prof. Abd El Alim Metwally 総括 CU 農学部 教授

Prof. Mohamed Fahmy Hussein 団員 CU 農学部 土壌科学 教授

Prof. Mohamed Lotfy Yousef Nasr 団員 NWRC, Water Management 水管理研究所（WMRI）

水経済教授

Dr. Mohamed El Kholy 団員 ACR、土壌・水・管理研究所（SWERI）准教授 

調査期間 2015 年 1 月 10〜31 日 評価種類：終了時評価調査

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

＜成果 1＞ 達成されている

パイロットサイトにおける水及び塩の収支の動態、灌漑方式による蒸発散（Evapotranspiration。

以下「ET」という。）が量的に明らかにされ、長期間断灌漑

iii
に替わる灌漑方式として細溝

灌漑

iv
、ドリップ灌漑

v
の有効性が示された。また、設定された指標以外に、防風林の ET に

ついて樹高の 10 倍の平面距離に対して、ET が大幅に減少されることが示された。 

指標 1-1 長期間断灌漑が行われている試験圃場において、蒸散量及び蒸発量の変化が定

量化される、指標 1-2 節水栽培と慣行栽培における水利用効率（単位灌水量当たりの作物

収量）が定量的に比較される、指標 1-3 Casualina 及び Eucalyptus の防風林における間隙率

と ET 量減少との関係が定量化される、指標 1-4 パイロット用水・排水路において水塩動

態モデルが構築され、デルタ全域に適用される

vi
、のすべてが達成されている。

ii
2015 年 4 月に国立研究開発法人科学技術振興機構と名称変更。

iii
用水路の上端に位置する取水ゲートを一定期間通水、止水することにより通水量を制御する灌漑方式。

iv
畝の間にできる溝の幅を細くし、本数を減らすことで灌漑水量を減らす方法。

v
穴をあけたチューブやパイプに水を通し、そこから作物の根に少しずつ水を共有する方法。

vi
デルタ全体へのモデルの適用は活動計画の変更により行われなかった。
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＜成果 2＞ 達成されている

間断通水による取水時期の制限がある地区と、常時取水可能な水路近傍では、農家の行

動が異なることが示された。その結果に基づき、節水の実施方法として、通水時間は現状

のままとして水量を減らす方法と、水量を現状のままとして通水時間を減らす方法が示さ

れ、前者は下流部メスカに主に影響し、後者は相対的通水能力の小さいマルワ・メスカ

vii
に

主に影響することが示された。また、支線用水路における反復利用の実施については、節

水が下流部における排水再利用の頻度を上昇させるのに対して、上流部では影響がなく、

影響が下流部に集中することが明らかにされた。この分析結果に基づき、幹線水路の上流

部においても排水の反復利用を導入することが提案された。

指標 2-1 パイロットメスカ・マルワにおいて、水位変化及びポンプによる取水頻度・取

水量のモニタリングデータが解析される、指標 2-2 マルワの水位変化とマルワの規模・農

家数・農地面積の相互関係に係る理論が構築される、指標 2-3 パイロットメスカ・マルワ

において、個別ポンプ及び共同ポンプについて、供給水当たりの燃費が比較される、指標

2-4 上の解明を前提に、水配分削減の方法による影響発現の仕方の違いが示される、はい

ずれも達成された。

＜成果 3＞ 達成されている

ナイルデルタにおける塩類集積のデータから、①全体としてデルタ上流から下流に向か

って塩類集積が進行していること、②上流部であっても、スポット的に集積土壌が存在す

ることが示された。その結果、塩類集積は、取水管理上の有利不利、排水の反復利用に関

係していることが示された。それに加え、稲作が有効な除塩効果があることを検証すると

ともに、耐塩性の強い作物の選定が有効であることを提示した。

指標 3-1 デルタ中央部の水田及び畑地における塩類集積の空間的分布と集積塩類の特

徴が示される、指標 3-2 試験圃場において、暗渠排水の水位変化・流量変化・電気伝導度

（Electric Conductivity。以下「EC」という。）値が示される、指標 3-3 上記数値に基づく

暗渠排水の改善方法が提案される、指標 3-4 デルタ土壌の水・塩分・重金属等の移動特性

を表すパラメーターが特定される、指標 3-5 試験圃場において畑地が水田に転換された際

の水田耕作前後における塩分集積の比較値が示される、指標 3-6 排水を再利用した灌漑を

行っている試験圃場において、カルシウム施用（Gypsum）及び籾殻鋤き込みによる土壌改

良度（透水性、土壌物理性）が定量化される、指標 3-7 上記パラメーターに基づくシュミ

レーションモデルが試験圃場で構築され、同じ土壌条件下の地域で適用される、はいずれ

も達成された。

＜成果 4＞おおむね達成されている

導入の容易さと節水効果、収量増の観点から、将来的に有力な灌漑方法として細溝灌漑

が示された。他方で、細溝灌漑が適用可能な作物と、更に研究が必要な作物が存在するた

め、後者については更なる研究、技術開発が必要なことが提言された。

指標 4-1 ポット苗栽培によって主要作物の耐塩性が定量化される、指標 4-2 用水管理

vii
エジプトで用いられる。それぞれ「三次水路」「圃場内水路」の呼称。
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調査地区において年間の作付け体系（作目選択、播種時期・収穫時期）が示され、将来の

水供給予測に対応する作付け体系が提案される、指標 4-3 試験圃場において、灌漑方式ご

との作物収量及び品質が比較される、指標 4-4 試験圃場において、灌漑方式ごとの稲藁・

麦藁・トウモロコシ茎の飼料価が示され、より飼料価の高い飼料の生産方法が提案される

は達成されている。指標 4-5 灌漑量・栽植密度の違いによる油料作物収量及び生育の違い

が示され、適切な栽培方法が特定されるについてはおおむね達成されたが、燃料作物の異

なる灌漑水量、栽植密度における生産量の比較による各作物の最適灌漑水量、栽植密度の

分析については、2013、2014 年のデータを基に本プロジェクト終了までに解析作業を完了

する必要がある。

＜プロジェクト目標の達成状況＞達成されている

指標 1 圃場レベルにおいて、現行方式を含め、異なる節水方法（灌漑方式・間作）によ

る ET 量・作物収量の差異が比較される、指標 2 マルワ・メスカレベルにおいて、異なる

灌漑方法（水供給頻度）による農民の水管理行動と水の動態が解明され、節水的かつ適切

な水管理方法が示される、指標 3 パイロット排水路／ナイルデルタレベルにおいて用水反

復利用の方法が示される、指標 4 各レベルにおける節水方法・用水反復利用方法が比較検

討され、最適な節水・作付けオプションとその節水効果が示されており、プロジェクト目

標は達成されている。また、当初計画にはないが、これらの本プロジェクトの研究成果に

基づく政策提言・研究提言を策定し、プロジェクト終了までにエジプト側に提出するとと

もに、エジプト、日本で開催する終了時シンポジウムにて発表することが計画されている。

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い

第 6 次国家社会経済開発計画のなかの長期農業開発戦略（2007 年）において「開発の持

続と環境保全のための配分と資源の活用の経済効率性の実現を通した毎年 3.9％の農業生産

の増加」が第一の戦略目標として掲げられている。また 2006 年に策定された NWRP（2006

～2017 年）においては、追加的な新たな水資源の開発、既存の水資源のより有効な活用、

健康と環境の保護の三つの柱からなっており、本プロジェクトのめざす「ナイルデルタ地

域での農業分野の水利用の高度化を図りながら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現

するための方策」に合致している。またわが国の援助方針においても、「ナイルデルタ等の

水利用・農業生産の効率化、小農の所得向上支援」プログラムにおいて、デルタ地域では

特に水利用効率化を重点的に進め、効率的な水配分、水路の水質・環境改善、排水再利用

を総合的に推進するとされており、本プロジェクトは同方針に合致している。

（2）有効性：高い

各成果は達成されており、その結果としてプロジェクト目標も達成されている。各成果

は、プロジェクト目標である「ナイルデルタ地域の農業分野の水利用の高度化と農業生産

の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す」ためには必要な要件であることか

ら、成果とプロジェクト目標の間の論理関係も認められる。
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（3）効率性：中程度

日本側の投入（専門家派遣、供与機材、在外事業強化費、本邦研修）は、各研究分野に

対して必要な質、量（数）、及びタイミングで投入されておりおおむね適切であったと判断

された。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図るために、中間レビュ

ー時に提言された日本側研究者の長期派遣については日本側研究機関側の事情により実現

できなかったが、2013 年以降日本側の研究代表（プロジェクトマネジャー）の派遣期間を

延長することで対応し、エジプト側との円滑な調整を図った。2011 年 1 月以降エジプトで

発生した政変、同年 3 月に日本で発生した東日本大震災による日本側研究機関の被災によ

り、一時研究活動を実施できない時期があったため、2013 年 3 月にプロジェクト期間を 10

カ月延長することで対応した。このプロジェクト期間延長は、政変、自然災害（外部要因）

によるものであり、プロジェクトの効率性に起因するものではない。

【プロジェクトの効率性に貢献した要因】

1）灌漑用水の水質の土壌環境に与える影響を観測するためにアブシャン及びバハル・エ

ル・ヌール地区を研究サイトとして選定した。同地区は、過去に JICA の技術協力プロジ

ェクトが支援、改良した地域であり、既存の情報やデータを活用することができた。

【プロジェクトの効率性に負の影響を与えた要因】

1）研究機材の盗難が発生したことにより、観測活動の進捗へ影響を与えた。

2）エジプト側の投入には、各研究分野の研究員がおおむね適切に配置されたが、研究員の

頻繁な交代がプロジェクトの円滑な進捗に影響を与えた。

3）エジプト側の複数の研究機関（CU、ARC、NWRC）が連携して共同研究を実施したエジ

プトで初めてのケースであったが、プロジェクトの運営・管理に不可欠な研究機関間の

調整に予想以上の労力と時間を費やした。

（4）インパクト：おおむね高い

設定されている上位目標は多分に長期的な目標であるとともに、本プロジェクトによる

貢献以外にも、その他の広範な要因も含めて達成される性格のものであるため不確定要素

が多い。そのため、事後評価も含め上位目標を本プロジェクトの評価の対象とすることは

必ずしも適当ではない。他方で、本プロジェクト実施により主に、以下の正のインパクト

が認められた。

1）研究成果を踏まえてエジプト政府に対する政策、研究提言がプロジェクト終了までに

策定される予定である。このような、科学的根拠に基づく提言が、今後の水資源計画や

開発計画等に反映され研究成果が具現化されることが期待される。

2）プロジェクトで導入した ET システムによる Eddy Correlation（渦相関）が、エジプト

側の研究代表である Dr. Rushidi El-Kilani の下、2 名の CU 農学部の大学院生が修士論文に

着手しているとともに、CU 農学部のカリキュラムに ET システムによる Eddy Correlation

が新設された。

3）研究成果を基に書籍「Irrigated Agriculture in Egypt－Past, present and future（2015 年 1 月

時点での仮の表題）」を出版予定であり、本プロジェクトによる研究成果が農業分野及び
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他の関連分野に従事する人々にも広く一般に発信される。 

4）プロジェクト実施期間中にジャーナル 10 回、学会発表 6 回、口述発表 49 回、ポスタ

ープレゼンテーション 12 回が実施され、研究成果を外部に発信した。 

5）科学的な根拠に基づく水管理に係る知見が他の実施中の技術協力プロジェクト「水管

理移管強化プロジェクト（Project for Strengthening Water Management Transfer。以下

「SWMT」という。）」に提供され、プロジェクトの推進に貢献した。 

6）本プロジェクトで有効性が確認された細溝灌漑及び間作技術について、実施中の技術

協力プロジェクト「小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト」が関心を示してお

り、同プロジェクトによる試験圃場での試行が今後検討される予定である。 

7）本プロジェクトの実施により、エジプトの研究機関に科学的根拠に基づく意思決定シ

ステムが導入されつつある。 

なお、負のインパクトは観察されていない。 

 

（5）持続性：中程度 

＜政策面の持続性＞ 

上述の「妥当性」のとおり、研究結果に基づく実際の適用はエジプト政府の開発政策及び

水資源政策に合致しており、政策面の持続性は高い。 

 

＜組織面の持続性＞ 

プロジェクトの実施により CU、ARC、NWRC による共同研究実施体制が確立された。しか

し、プロジェクトによる支援なしに、研究継続のためにエジプト側でこの共同研究体制が継

続するかは不透明であり、組織面の持続性は中程度である。 

 

＜財政面の持続性＞ 

プロジェクト開始当初、運営費に係るエジプト側の負担がなされないことが問題となった

が、その後交通費、現地調査やデータ収集に必要な経費の一部負担がなされたことから、将

来、研究活動の継続に必要となる一定の経費は確保されると思われる。他方、プロジェクト

で供与した機材の維持管理費については新たに予算を措置する必要があるため、財政面の持

続性は中程度である。 

 

＜技術面の持続性＞ 

プロジェクトの研究成果は政策提言、研究提言によりエジプト国内で広く共有される予定

である。他方で、各研究機関内における、本プロジェクトにより習得した技術、分析技術、

機材の管理方法等について、プロジェクトに参加していなかった研究者に対する共有は限定

的であった。そのため技術面の持続性は中程度である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

なし。 
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（2）実施プロセスに関すること 

- 過去の技術協力プロジェクトが支援、改良した地域を研究のサイトとして選定することに

よる効率的な研究活動の実施。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

- 研究機材の盗難が発生したことによる観測活動の進捗への影響。 

- エジプト側研究員の頻繁な交代が円滑な研究活動の進捗に影響を与えた。 

- エジプト側の複数の研究機関（CU、ARC、NWRC）が連携して共同研究を実施したエジ

プトで初めてのケースであったため、プロジェクトの運営・管理に不可欠な研究機関間

の調整に予想以上の労力と時間を費やした 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは終了時評価時点においておおむね円滑に実施されており、高い妥当性、有

効性、インパクト、中程度の効率性、持続性がみられたと評価された。またプロジェクト目標

は各成果の達成により、達成された。そのため、合同評価団は、当初予定どおり 2015 年 3 月に

プロジェクトが終了されるべきと結論する。 

 

３－６ 提 言 

（プロジェクト終了までの残りの期間において対応すべき事項） 

（1）完了していない活動の実施 

一部終了していない研究活動についてプロジェクト実施期間内に終了させる必要があ

る。具体的には、成果 4 における 2013、2014 年のデータを基にした燃料作物 5 種類の最適

灌漑水量、栽植密度の分析作業をプロジェクト終了までに完了させることが必要である。 

 

（2）政策、研究提言の策定と提出 

研究成果を基に政策提言、研究提言を策定中である。プロジェクト終了までに、エジプ

ト側関係機関との協議を踏まえて提言を完成させ、エジプト側関係機関に提出することが

必要である。 

 

（3）供与機材の適切な配置に必要な手続きの実施 

プロジェクトが供与した研究機材について、使用用途を踏まえた適切な研究機関への配

置に必要な手続きを完了させることが必要である。 

 

（プロジェクト終了後において対応すべき事項） 

（1）政策、研究提言の反映 

- 水資源・灌漑省（Ministry of Water Resources and Irrigation。以下「MWRI」という。）は、
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プロジェクトが策定する政策提言をエジプトの新たな開発計画、セクターの開発戦略に

反映させるために必要な検討、手続きを実施することが必要である。 

- CU、ARC、NWRC はプロジェクトが提案した研究提言を研究計画・戦略に反映させ研究

を実施に移す検討、手続きを実施することが必要である。 

 

（2）研究の継続 

CU、ARC、NWRC は更に精緻かつ統計的にも有効なデータを収集し解析を可能にするた

めに、フィールドにおける実験を継続することが必要である。 

 

（3）機材管理体制の強化 

CU、ARC、NWRC は機材の運営管理を担当する職員を任命するとともに維持管理に必要

な十分な予算を確保することが必要である。 

 

（4）研究成果の発信 

CU、ARC、NWRC は、論文、ジャーナル、学会発表等により可能な限り本プロジェクト

の研究成果を外部に発表することが必要である。このような成果の外部への発表に関して

は 3 機関が協調して実施することが必要である。 

 

（5）エジプトと日本の研究機関間の連携の継続 

エジプト側の研究機関／研究者が研究を継続するにあたり、日本側研究機関／研究者は

可能な限り必要な支援が継続されることが期待される。 

 

３－７ 教 訓 

- 本プロジェクトは、3 研究機関（CU、ARC、NWRC）をエジプト側実施機関として実施さ

れたため、実施機関間の調整に多大な労力を要した。効率的なプロジェクト運営管理のた

めに、日本人専門家（研究者）の長期派遣、エジプト側 3 研究機関からプロジェクト調整

員を配置しプロジェクトの調整を図る仕組みを構築するなどの対応が有効であったと思わ

れる。 

- 本プロジェクトが扱う課題は広範な研究分野にわたっており、また研究成果を基に政策への

提言を行うにあたり、大学と関係省庁（農業土地開拓省、MWRI）傘下の研究 2 機関が連携

して共同研究を実施することは有効であった。エジプトにおいて複数の研究機関が同等な

立場で連携して共同研究を実施する初めてのケースであり、共同研究を実施する体制とし

てのモデルとなった。 

- 本プロジェクトはプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」

という。）を作成せず、それに替わり MP〔上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプ

ット）及びそれらの指標を規定〕と Expected Output（4 研究分野ごとの研究活動）を活用し

てプロジェクトの進捗と達成度を管理していた。しかしながら、MP における各成果と

Expected Output の研究分野は必ずしも一致していなかった。プロジェクト活動は Expected 

Out の各研究分野の活動に沿って実施されたため、結果として研究活動によって生み出され

た各研究分野の研究成果が簡潔に MP の成果及びその指標に整合せず、MP をログフレーム
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とした評価を困難なものにした。そのため、PDM を作成しない場合においても、それに替

わるログフレームはプロジェクト目標、成果、活動の間の論理的な組み立てがなされると

ともに、実際の活動もそのログフレームに沿って実施されるように管理する必要があり、

実際の活動と乖離する場合には速やかにログフレームとの間の調整がなされることが望ま

しい。

３－８ フォローアップ状況 

特になし。




